














費用配分に関して，国際会計基準審議会 (IASB) の 2010 年改正の概念フ





























国際財務報告基準 (IFRS) に委ねられる。特に，収益 (revenue) の配分につ













かにすることを目的に，IFRS 第 15 号をはじめとする，契約からの収益認
識を定める IFRS を取り上げ，これらの IFRS で特に一定期間にわたる収
益認識に関して，契約履行の進捗度4)の取扱いに焦点を当てて，それらに
共通の考え方を見出だせるのか考察する5)。




1) 2018 年改正前の IASBの概念フレームワークでは，広義の収益 (income) は，
収益 (revenue) と利得 (gain) から成るとされていた。収益 (revenue) は，企
業の通常の活動の過程において発生し，売上，報酬，利息，配当，ロイヤル
ティー，賃貸料などを含み（4.29 項），利得 (gain) は，収益 (income) の定
義を満たすその他の項目を表し，例えば，非流動資産の処分から発生する利









4) ｢契約履行の進捗度」という表現は，IFRS 第 15 号の一定期間にわたる履行
義務の充足（進行基準）に関する収益配分の定めで用いられるのみだが，本
稿では，IFRS 第 15 号の定めに限らず，収益の配分基礎を表現するものとし
て用いている。
5) Kabir and Rahman [2018] は，2010 年改正の概念フレームワークの定めが，
IFRS 第 16 号「リース」の開発にどのように反映されるか考察している。彼
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関係について述べた EFRAG [2007] を確認する。4 節では，一定の期間に
わたって契約からの収益認識を求める IFRS における契約履行の進捗度の



















定し，それらの正味のポジション (net position) である契約資産・負債を認
識すると同時に初期利得・損失 (day one gain/loss) ないし販売時収益 (selling
revenue) を認識することとなる。
しかし，契約締結時に収益を認識することの違和感から，市場関係者の











案 (IASB [2010b]) では，「連続した支配の移転」という考え方を導入し，一
定期間にわたり収益を認識することを例外的に認めることが提案された。
その後，2011 年の再公開草案 (IASB [2011]) では，（IFRS 第 15 号の建付けと
同様）一定の期間にわたり充足される履行義務を識別したうえで，それに
該当しないものを一時点で充足される履行義務とすることが提案された。
一方，保険契約プロジェクトでは，2007 年の討議資料 (IASB [2007]) に
おいて，また，金融商品プロジェクトでは 2008 年の討議資料 (IASB
[2008b]) において，全面公正価値会計が提案されたが，2008 年の世界的な





6) IASB の金融商品プロジェクトの変遷は，秋葉 [2015a]，吉田 [2016] を，保
険契約プロジェクトの変遷は，羽根 [2015] を，収益認識プロジェクトの変
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6) IASB の金融商品プロジェクトの変遷は，秋葉 [2015a]，吉田 [2016] を，保
険契約プロジェクトの変遷は，羽根 [2015] を，収益認識プロジェクトの変
遷は，Biondi et al. [2014]，松本 [2015] を，リースプロジェクトの変遷は，
山﨑 [2015] を参照。
金融危機を受けた公正価値会計に対する批判も相まって，公正価値モデル
適用の見直しがなされた。このため，2009 年公表の IFRS 第 9 号「金融商




(IASB [2010b, c]) が公表されたが，前者は配分モデルに基づくものである一
方，後者は公正価値モデルを撤回したものの，依然として現在価額ベース
の収益認識モデルであった。その後，保険契約プロジェクトでは，2013
年の再公開草案 (IASB [2013]) にて，収益認識プロジェクトの提案（契約の
中の履行義務に取引価格を配分し，履行義務の充足により収益を認識する）との
整合性が言及されるようになった（例えば，BC33 項，BC76項，BC95項）。
結局，収益認識プロジェクトは，2014 年に IFRS 第 15 号の公表を迎え
たが，配分モデルと整合的な収益認識への転換が遅れた保険契約プロジェ
クトでは，2017年に IFRS 第 17号の公表を迎えた。
なお，リースプロジェクトでは，借手の処理として，従来のファイナン





どしたが，多くの市場関係者が従来の国際会計基準 (IAS) 第 17 号「リー
ス」の貸手の処理に欠陥がないとしたため，変更しないこととした。この
ため，2016 年公表の IFRS 第 16 号「リース」では，借手の処理は従来の













定方法の関係について述べた EFRAG [2007] を取り上げる7)。欧州財務報
告諮問グループ (EFRAG) は，IASB の基準開発に対して積極的に意見発信
を行っており，IFRS 第 15 号の開発プロジェクトに対して 2007 年に「収
益認識─欧州の提案」(EFRAG [2007]) を公表した。EFRAG [2007] は，契
約の履行を，誰の視点から評価するかによって異なる収益配分パターンが
導出されると指摘している（3.37 項）。すなわち，収益配分のアプローチ











7) EFRAG [2007] の詳細は，辻山 [2007] を参照。
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どしたが，多くの市場関係者が従来の国際会計基準 (IAS) 第 17 号「リー
ス」の貸手の処理に欠陥がないとしたため，変更しないこととした。この
ため，2016 年公表の IFRS 第 16 号「リース」では，借手の処理は従来の
FL 取引と OL 取引の分類を撤廃して使用権モデルに一本化されたが，貸
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なお，このアプローチは，基本的に IAS 第 18 号「収益」で採用される








ンプット志向 (input-oriented) のものと，アウトプット志向 (output-oriented)








このアプローチは，基本的に IAS 第 11 号「工事契約」の進行基準に当
たるアプローチであり（4.2 項），また，IFRS 第 15 号の一定の期間にわた
る収益認識に相当するアプローチである。













捗度の測定方法について包括的な定めのある IFRS 第 15 号の取扱いを確
認したうえで，契約からの収益認識を求める他の IFRS の取扱いについて
整理する。
4.1 IFRS第 15 号における進捗度の測定
IFRS 第 15 号では，一定の期間にわたり履行義務を充足（支配の移転）
する場合，履行義務の完全な充足に向けての進捗度を測定し，それに基づ
き収益を一定の期間にわたり認識する（39 項）。IFRS 第 15 号は，この進
捗度の測定方法として，アウトプット法とインプット法を挙げる（41
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なお，IFRS 第 15 号では，財・サービスの移転は「顧客がいつその支配
を獲得したか」によって判定されるが，ここでいう「支配」とは顧客が
財・サービスの使用を指図して当該財・サービスからの便益のほとんどす
























を得ない。しかし，IFRS 第 15 号は，一時点の収益認識に加えて，一定期
間の収益認識においても顧客の視点を反映させて履行義務の充足を判定す















9) なお，IFRS 第 15 号によれば，顧客にとっての価値とは，契約における企業
の履行の客観的な測定値を指す（BC163項）。
10) 例えば，原価比例法が履行義務の充足に起因しない仕損材料などのコストを
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なお，IFRS 第 15 号は，進捗度の測定方法として，アウトプット法とイ
ンプット法を挙げており，また，アウトプット法は，顧客に移転する（で
あろう）財・サービスの価値に着目した方法であり，その概念優位性を指




4.2 IFRS第 16 号における進捗度の測定
2 節でみたように，IFRS 第 16 号では，リース取引の借手の処理には，
使用権資産の支配に基づく単一の会計モデル（使用権モデル）を適用する
のに対して，貸手の処理は，リース物件（リース対象となる原資産）の所有
に伴うリスク・経済価値の移転に着目し，リース取引を FL 取引と OL 取
引に分類する旧基準（IAS 第 17 号）の処理を踏襲している。これは，リー
ス会計基準の策定段階に，IAS 第 17 号における貸手の処理に欠陥はない










については本節 4.4 で取り上げるとして，以下では貸手における OL 取引
の会計処理について考察する。






















償却方法と整合していなければならず，減価償却は IAS 第 16 号「有形固定
資産」および IAS 第 38 号「無形資産」に準拠して計算される（IFRS 第 16
号 84 項）。
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以上のように，IFRS 第 16 号は，旧基準の IAS 第 17 号と同様，リース
契約に基づくサービス（契約からのアウトプット）の提供に従って収益を認
識している。
4.3 IFRS第 17 号における進捗度の測定
IFRS 第 17 号によれば，保険契約は，金融商品とサービス契約の双方の
特徴を有する契約であり，また，長期間にわたり変動性の高いキャッシュ
フローを生成するという特徴を有する契約とされている（IN5 項）。このた





































を反映した保険提供単位 (coverage units) を識別する17)。




15) 保険契約負債は，責任準備金 (liability for the remaining coverage) と支払備金
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本項では，IFRS 第 9 号の定めのうち，契約に基づき一定の期間にわた
る収益認識を求める，①一定の要件を満たす負債性金融商品（貸付契約20)），




17) IFRS 第 17 号では，給付量を決定するための具体的な方法を定めていない。




(maximum contractual cover) に基づく方法などを適用可能な方法として例示










19) 2019 年 6 月，IASB は IFRS 第 17 号の限定的な修正を行うための公開草案









































本項では，IFRS 第 9 号の定めのうち，契約に基づき一定の期間にわた
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秋葉 [2015b] では，IFRS において実効金利法のみが採用される理由は，
「利息」の性質に鑑みれば，償却原価の算定方法として実効金利法が適切
な配分方法となるためとされている23)。「利息」収益は時間の経過に基づ








IFRS 第 17 号では，保険契約の定義を満たす金融保証契約に対して IFRS
第 17 号を適用することを義務づけていない（7 項⒠）。所定の要件24)を満
たす金融保証契約には IFRS 第 17 号の定めが適用されるが，それ以外の
保証契約には IAS 第 32 号「金融商品：開示」，IFRS 第 7 号「金融商品：
開示」，IFRS第 9号の定めが適用される。
IFRS 第 9 号に従えば，金融保証契約は当初認識時，公正価値で測定さ
れ（5.1.1 項），以下のいずれか高い方で事後測定される（4.2.1 項）。
⒜ 損失評価引当金の金額
⒝ 当初認識額から IFRS 第 15 号に従って認識した収益の累計額を控
除した金額
⒜は，IFRS 第 9 号の減損の定めによって算定された予測信用損失の引
当金額である。金融保証契約が⒜の金額で事後測定されるということは，














23) 秋葉 [2015b] は，利息を内部収益率によって配分することは社会的な通念と
合致したものと考えられると指摘している（74頁）。
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とを意味する。契約が有利な場合，IFRS 第 15 号の定めに従って，金融保
証契約は一定の期間にわたり収益認識される。
本節 4.1 にあるように，IFRS 第 15 号に従えば，契約に係る履行義務の
完全な充足に向けての進捗度を測定するために，アウトプット法またはイ
ンプット法が適用される。ただし，金融保証契約と保険契約の類似性を踏
まえると，金融保証契約には IFRS 第 17 号と同様にアウトプット指標を
進捗度とした収益配分パターンが適用されうる。
5．進捗度の測定方法の選択基準
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が適用される。このような区分となっているのが IFRS 第 16 号の貸手に
おける OL取引の処理である27)。






















[2018] 336 頁）。したがって，IFRS 第 17 号が「リスク調整は測定可能であ
る」という前提に立つ点には注意が必要である。
5.3 インプット法の位置づけ
図表 1 で示したように，IFRS 第 15 号のみが進捗度の測定方法にインプ
ット指標を用いている。このため，IFRS 第 15 号は，支配の移転の判定を
「顧客の視点」から行うことを求めながらも，それと整合的でない方法を
認めているようにみえる。
この点に関して，IFRS 第 15 号では，インプット法に対するアウトプッ
ト法の概念的優位性が指摘されているが，このような指摘は米国の請負工
事契約に関する会計基準においても以前からみられるものであった29)。そ













16 号では，IAS 第 38 号と同じく便益の消費パターンを信頼性をもって見積
ることができない場合の取扱いに関する記述はない。
29) AICPA 意見書 (SOP) 第 81-1 号では，インプット法 (input measures) は完成
に向けての進捗度を間接的に測定する手法であるのに対して，アウトプット
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金融保証契約 （IFRS第 15 号に従う） N/A
こでは基本的にインプット法はアウトプット法の代替的な手法という位置
づけである。
Larson and Brown [2004] は，2000 年を調査対象期間とし，長期請負工事























る。IAS 第 8 号「会計方針，会計上の見積りの変更及び誤謬」では，会計







30) この 55 社には，工事進行基準と工事完成基準を併用している企業も含まれ
る（Larson and Brown [2004] 211頁）。
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IFRS 第 15 号では，見直しの影響は変更年度の損益に反映されることに
なるため，キャッチアップ方式が適用されている（43 項，118 項⒝）。ただ





IFRS 第 16 号では，貸手における FL 取引に関して，未収金に含まれる
無保証残存価値の見積りを定期的に見直し，見積り額が減少している場合，




から，IFRS 第 16 号および IFRS 第 9 号では，キャッチアップ方式が適用
される。




して扱われ（IAS 第 16 号 51 項，61 項；IAS 第 38 号 104 項），その変更の影響
は，当期および将来期間の償却費に及ぶとして，プロスペクティブ方式を
適用している（IAS 第 8 号 38 項）。このため，OL 取引の進捗度の見直しの
見積り（配分パターン）の見直しも，これと同様に，プロスペクティブ方
式が適用されうる。





ンを再配分することとなる（76 項⒞）。以上から，IFRS 第 17 号では，プ
ロスペクティブ方式が適用される。
6.2 考察
図表 2 にあるように，IFRS 第 17 号を除けば，一定の期間にわたり収益
認識を求める IFRS ではキャッチアップ方式が適用されている。各 IFRS








32) IFRS 第 16 号は，貸手の FL 取引の条件変更のうち，変更後の条件がリース
契約日から存在していれば FL 取引に分類されていたであろう場合，IFRS
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なお，IFRS 第 17 号では，履行キャッシュフローの見積りの変動は契約
サービスマージンで調整されるため，保険契約負債の総額での変動は生じ
ないが34)，保険契約負債の内訳間（履行キャッシュフローと契約サービスマー









係者の反発を招き，現在の IFRS 第 17号にまとまったという経緯がある。
このように，IFRS 第 17 号でプロスペクティブ方式が適用されたのは実務
からの要望を踏まえた結果である35)。
また，IFRS 第 9 号・第 16 号の実効金利法の取扱いについて，見積りの
変更にキャッチアップ方式が適用されるのは，帳簿価額に対して一定率
（実効金利率）の利息収益を，見積りの修正後も計上し続けるための修正と



















に親和的な方法であり，IFRS 第 15 号の基本原則と整合的な方法である。
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き継いだためと考えられるもの（IFRS 第 15 号）と，契約履行に沿って「あ
るべき（意味のある）フロー情報」を提供するという観点から説明可能な
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るものも含まれる。また，IFRS 第 15 号は，アウトプット法に加えてイン
プット法の適用を認めており，実際，請負工事契約の処理ではインプット



















Biondi, Y., E. Tsujiyama., J. Glover., N. T. Jenkins., B. Jorgensen., J. Lacey., and R.
Macve [2014], “ ‘Old hens make the best soup’: Accounting for the earning process
and the IASB/FASB attempts to reform revenue recognition accounting standards,”
Accounting in Europe, 11(1), pp. 13-33.
European Financial Reporting Advisory Group (EFRAG) [2007], “Revenue Recognition-
A European Contribution,” The PAAinE Discussion Paper 3, EFRAG.
Kabir, H., and A. Rahman [2018], “How does the IASB use the conceptual framework in
developing IFRSs? An examination of the development of IFRS 16 Leases,” Journal
of Financial Reporting In-Press.
International Accounting Standards Board (IASB) [2007], “Preliminary Views on
Insurance Contracts,” Discussion Paper, IASCF.
─ [2008a], “Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts with
Customers,” Discussion Paper, IASCF.
─ [2008b], “Reducing Complexity in Reporting Financial Instruments,” Discussion
Paper, IASCF.
─ [2010a], “Revenue from Contracts with Customers,” Exposure Draft, IFRS
Foundation.
─ [2010b], “Revenue from Contracts with Customers,” Exposure Draft, IFRS
Foundation.
─ [2010c], “Insurance Contracts,” Exposure Draft, IFRS Foundation.
─ [2010d], “Leases,” Exposure Draft, IFRS Foundation, 2010c.
─ [2011], “Revenue from Contracts with Customers,” Revised Exposure Draft, IFRS
Foundation.
─ [2013], “Insurance Contracts,” Revised Exposure Draft, IFRS Foundation.
─ [2018a], “Conceptual Framework for Financial Reporting,” IFRS Foundation.
─ [2018b], “Determining the quantity of benefits for identifying coverage units,”
Agenda Paper 05 (May 2018), IFRS Foundation.
─ [2019], “Amendments to IFRS 17,” Exposure Draft, IFRS Foundation.
International Accounting Standards Committee (IASC) [1997], “Accounting for
Financial Assets and Financial Liabilities,” Discussion Paper, IASCF.
─ [1999], “Insurance,” Issues Paper, IASCF.
Larson, R. K., and K. L. Brown [2004], “Where are we with long-term contract




─ [2015b] ｢IFRS における償却原価と未償却原価：配分方法を巡って」『早稲







るものも含まれる。また，IFRS 第 15 号は，アウトプット法に加えてイン
プット法の適用を認めており，実際，請負工事契約の処理ではインプット



















Biondi, Y., E. Tsujiyama., J. Glover., N. T. Jenkins., B. Jorgensen., J. Lacey., and R.
Macve [2014], “ ‘Old hens make the best soup’: Accounting for the earning process
and the IASB/FASB attempts to reform revenue recognition accounting standards,”
Accounting in Europe, 11(1), pp. 13-33.
European Financial Reporting Advisory Group (EFRAG) [2007], “Revenue Recognition-
A European Contribution,” The PAAinE Discussion Paper 3, EFRAG.
Kabir, H., and A. Rahman [2018], “How does the IASB use the conceptual framework in
developing IFRSs? An examination of the development of IFRS 16 Leases,” Journal
of Financial Reporting In-Press.
International Accounting Standards Board (IASB) [2007], “Preliminary Views on
Insurance Contracts,” Discussion Paper, IASCF.
─ [2008a], “Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts with
Customers,” Discussion Paper, IASCF.
─ [2008b], “Reducing Complexity in Reporting Financial Instruments,” Discussion
Paper, IASCF.
─ [2010a], “Revenue from Contracts with Customers,” Exposure Draft, IFRS
Foundation.
─ [2010b], “Revenue from Contracts with Customers,” Exposure Draft, IFRS
Foundation.
─ [2010c], “Insurance Contracts,” Exposure Draft, IFRS Foundation.
─ [2010d], “Leases,” Exposure Draft, IFRS Foundation, 2010c.
─ [2011], “Revenue from Contracts with Customers,” Revised Exposure Draft, IFRS
Foundation.
─ [2013], “Insurance Contracts,” Revised Exposure Draft, IFRS Foundation.
─ [2018a], “Conceptual Framework for Financial Reporting,” IFRS Foundation.
─ [2018b], “Determining the quantity of benefits for identifying coverage units,”
Agenda Paper 05 (May 2018), IFRS Foundation.
─ [2019], “Amendments to IFRS 17,” Exposure Draft, IFRS Foundation.
International Accounting Standards Committee (IASC) [1997], “Accounting for
Financial Assets and Financial Liabilities,” Discussion Paper, IASCF.
─ [1999], “Insurance,” Issues Paper, IASCF.
Larson, R. K., and K. L. Brown [2004], “Where are we with long-term contract




─ [2015b] ｢IFRS における償却原価と未償却原価：配分方法を巡って」『早稲







─・羽根佳祐 [2019] ｢IFRS における収益認識に関する帰納的検討」IMES
Discussion Paper No. 2019-J-17，日本銀行金融研究所。









松本敏史 [2015] ｢収益認識プロジェクト ─理論と慣習の相克」辻山栄子編著
『IFRS の会計思考 ─過去・現在そして未来への展望』中央経済社，
251〜282 頁。
山﨑 尚 [2015] ｢リースプロジェクト─ リースの多様性をめぐる使用権モデル
の変容」辻山栄子編著『IFRS の会計思考─過去・現在そして未来への展
望』中央経済社，283〜311頁。
吉田康英 [2016] 『IFRS9「金融商品」の構図 ─ IAS39 置換プロジェクトの評価』
同文舘出版。
米山正樹 [2001] 『減損会計 ─配分と評価─』中央経済社。
[付記] 本稿は，平成 30 年度成城大学特別研究助成による研究成果の一部であ
る。
成城・経済研究 第 227号（2020 年 2月）
─ 90 ─
